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地方自治法第１９９条第１４項の規定により、筑後市長から監査の結果に基

づく措置の内容の通知を受けたので、同項及び筑後市監査基準第２１条第１項

の規定により公表する。 

 

　　令和７年３月１０日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　筑後市監査委員　　木　庭　雄　二 

　　　　　　　　　　　　　　　　筑後市監査委員　　川　口　裕　二 

 

定期監査の結果に基づく措置について 

 
 改善を要する事項 措置の内容

 
商
工
観
光
課

補助金交

付要綱に

ついて

　筑後市筑後商工会議所補助金交付要綱で

は、筑後市の商工業の振興を図るためとし

て、筑後商工会議所に対し交付する補助金の

対象事業として、ア 小規模対策事業、イ商
工業振興対策事業、ウ 地域商業活性化事
業、エ プレミアム付商品券発行事業、オ 創
業力向上支援事業、カ その他商工業の振興
を図ることを目的として行う事業で市長が認

めるものとしている。また、補助金額は各事

業に係る経費の範囲内で市長が定める額と定

められている。 
しかし、この規定では、補助対象事業ごと

の、補助の目的、補助対象経費、補助金交付

額が不明瞭であり、適切な補助金交付事務が

行えるよう、より明確化した補助金交付要 
綱の整備を図る必要がある。 
また、筑後市商業組織活性化事業補助金交

付要綱なども同様であり、補助金交付要綱の

全体的点検と見直しが必要である。 
なお、このことは令和 2 年度定期監査に

おいて指摘した事項である。

令和２年度の指摘を

受け、補助対象経費等

の明確化を目指し継続

して取り組んでいると

ころですが、補助金等

検討委員会からの意見

に伴う調整が未だ整わ

ず見直しに時間を要し

ています。 
先ずは補助金の目的

や対象経費等の明確化

のため、補助金等検討

委員会担当部署と早急

に協議を進め、現在の

補助金の交付要綱等の

改正に取り組みます。



 
予算執行

について

歳出予算の流用については、筑後市予算の

編成及び執行に関する規則第 18 条により補
助交付金に対する流用増は、原則禁止されて

いる。 
しかしながら、筑後市産業振興促進条例に

基づく雇用奨励金の交付において、対象者の

増加に伴い予算流用により交付されている

が、補助交付金の増額については、特別な理

由がない限り、補正予算により措置すべきで

ある。

　財政担当部署と事前

に協議し処理を行った

ものですが、筑後市予

算の編成及び執行に関

する規則第 18 条ただ
し書きの趣旨に沿った

説明が不足しておりま

した。 
予算流用が必要とな

った場合は、改めて財

政担当部署と協議する

とともに、特別の理由

がある場合と判断した

場合には、特別な理由

を明示し決裁を受ける

ものとします。また、

特別の理由と判断でき

ない場合は補正予算に

より措置するものとし

ます。


